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 ～公表の目的～ 

 

 地方公務員法の規定により、地方公共団体における人事行政の公正性・透明性を高

めるため、人事行政の運営等の状況を公表することが義務付けられています。 

 市では、小金井市人事行政の運営等の公表に関する条例に基づき、市職員の給与・

定員管理等のほか、職員の採用、退職の状況や勤務条件などを公表しています。 
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１　職員の任免及び職員数に関する状況

⑴　採用者数及び退職者数の状況（令和４年度）

（注）１　分限免職（公務能率を維持する目的で職をやめさせたものです。）

　　　２　懲戒免職（職員の非違行為に対して懲戒処分として職をやめさせたものです。）

　　　３　失職（地方公務員法第16条（欠格条項）に該当した場合、職員でなくなることです。）

　　　４　任期満了（任期付職員がその任期を終えることです。）

⑵　職員数の状況

①　職員数の状況（各年４月１日現在）

②　部門別職員数の状況と主な増減理由（各年４月１日現在）

（注）１　職員数にはフルタイム勤務の再任用職員を含みます。

　　　２　（　）内は、条例定数の合計です。
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③　年齢別職員構成の状況（令和５年４月１日現在）

⑶　定員管理計画（令和５年６月６日策定）の数値目標

２　職員の人事評価の状況

　「職員の能力開発、人材育成」、「客観的かつ公平で信頼性の高い人事管理の実施」、「組織力の

向上」を目的とし、職員の人事評価を行っています。

664人 663人

※定員数には一般任期付職員及びフルタイム勤務の再任用職員を含みます。また、育児休業代替任期
付職員を除きます

評価の方法

内容

毎年４月１日から翌年３月３１日まで

毎年１月１日

第１次評価、第２次評価、第３次評価（部長職者は第２次評価まで。）

実績（目標管理）及び能力について、５段階による絶対評価を行う。

区分

評価期間

評価基準日

評価の構成

令和６年度 令和７年度

20歳

未満

20～

23歳

24～

27歳

28～

31歳

32～

35歳

36～

39歳

40～

43歳

44～

47歳

48～

51歳

52～

55歳

56～

59歳

60歳

以上

令和５年度 0人 13人 36人 57人 65人 94人 94人 72人 73人 61人 78人 2人

平成３０年度 0人 12人 57人 71人 113人 99人 74人 76人 77人 70人 30人 2人

今年度の構成比 0.0% 2.0% 5.6% 8.8% 10.1%14.6%14.6%11.1%11.3% 9.5% 12.1% 0.3%

５年前の構成比 0.0% 1.8% 8.4% 10.4%16.6%14.5%10.9%11.1%11.3%10.3% 4.4% 0.3%

0.0%
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18.0%
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今年度の構成比

５年前の構成比
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⑴　総括

①　人件費の状況（令和４年度普通会計決算・速報値）

（注）　住民基本台帳人口は、令和5年1月1日現在の人数です。

②　職員給与費の状況（令和４年度普通会計決算・速報値）

（注）１　職員手当には退職手当を含みません。

　　　２　職員数は、令和４年４月１日現在の人数です。

　　　３　給与費については、任期付短時間勤務職員（再任用職員（短時間勤務））の給与費が

　　　　含まれ、職員数には当該職員を含んでいません。

③　ラスパイレス指数の状況（各年４月１日現在）

（注）１　ラスパイレス指数とは、全地方公共団体の一般行政職の給料月額を同一の基準で比較

　　　　するため、国の職員数（構成）を用いて、学歴や経験年数の差による影響を補正し、国

　　　　の行政職俸給表（一）適用職員の俸給月額を100として計算した指数です。

　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単

　　　　純平均したものです。

⑵　職員の平均給与月額、初任給等の状況

①　職員の平均年齢、平均給料月額及び平均給与月額の状況（令和５年４月１日現在）

(ⅰ)一般行政職

東京都 42.4歳 316,277円 451,385円 398,074円

区分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額
（国比較ベース）

小金井市 43.2歳 324,500円 454,290円 397,608円

千円

603 2,096,559 741,636 990,801 3,828,996 6,350
４年度

人 千円 千円 千円 千円

区分
職員数 給与費

期末・勤勉手当 　　計

％

124,756 50,469,159 2,512,615 6,637,178 13.1 12.5

Ｂ

３　職員の給与の状況

区分
住民基本台帳人口 歳出額 実質収支 人件費 人件費率 （参考）令和3年

度の人件費率（令和５年１月１日） Ａ Ｂ Ｂ／Ａ

令和４年度
人 千円 千円 千円 ％

一人当たり
給与費Ｂ/ＡＡ 給料 職員手当

99.3 98.9 99.5 99.3 98.9 99.4 99.3 98.8 99.2 98.3 98.7 98.9 

90

92

94

96

98

100

102

104

106

108

110

小金井市 全国市平均 類似団体平均

平成３１年

令和 ２年

令和 ３年

令和 ４年
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(ⅱ)技能労務職

②　職員の初任給の状況（令和５年４月１日現在）

（注）　この初任給のほか、扶養手当、地域手当、住居手当、通勤手当などが支給されます。

③　職員の経験年数別・学歴別平均給料月額の状況（令和５年４月１日現在）

（注）記載のない箇所は、当該職員がいない、もしくは３人以下となります。

⑶　職員の手当の状況

①　期末手当・勤勉手当（令和４年度実績）

（注）１　（　）内は、再任用職員に係る支給割合です。

（注）２　勤務成績の評定の結果を、に支給する勤勉手当に

          反映させています。

勤勉手当 2.15月分（1.05月分） 2.15月分（1.05月分）

加算措置の状況
（職制上の段階、職務の級

等による加算措置）
職務段階別加算 3～20％

・職務段階別加算　3～20％
・管理職加算　15～25％

１人当たり平均支給額 1,640 千円 1,844 千円

支給割合
期末手当 2.40月分（1.35月分） 2.40月分（1.35月分）

区分 小金井市 東京都

－技能労務職 高校卒

経験年数25年 経験年数30年

一般行政職
大学卒 252,450円 351,843円 374,600円

－ － －

－

高校卒 － － － －

技能労務職 高校卒 149,600円 149,600円

区分 経験年数10年 経験年数20年

（注）１　「平均給料月額」とは、令和５年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の
　　　　平均額です。
　　　２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、
　　　　時間外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態
　　　　調査において明らかにされているものです。また、「平均給与月額（国比較ベース）」
　　　　は、比較のため、国家公務員と同じベース（＝時間外勤務手当等を除いたもの）で算出
　　　　したものです。

区分 小金井市 東京都

一般行政職
大学卒 187,900円 187,900円

高校卒 152,200円 152,200円

東京都 50.5歳 1,241人 287,646円 388,055円 354,902円

平均給与月額
（Ａ）

平均給与月額
（国比較ベース）

小金井市 53.7歳 39人 309,800円 372,908円 361,862円

区分

公務員

平均年齢 職員数 平均給料月額
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②　退職手当（令和５年４月１日現在）

（注）　退職手当の１人当たり平均支給額は、令和４年度に退職した職員に支給された平均額です。

③　地域手当（令和５年４月１日現在）

④　時間外勤務手当

⑤　その他の手当（令和５年４月１日現在）

通勤手当

交通機関利用者
運賃相当額
交通用具使用者
通勤距離に応じて支給

異なる
交通用具使用者の支給額
【国】
2,000～31,600円

45,185千円 90,733円

住居手当

【内容】
　自ら居住するための
住居を借り受け、月額
15,000円以上の家賃を
払っている世帯主等に
支給
　当該年度末年齢35歳
未満の職員にのみ支給
し、管理職には支給さ
れない
【支給額】
　15,000円

異なる

支給対象者、支給対象区
分、支給単価
【国】
借家・借間
支給限度額　28,000円

9,362千円 141,848円

給料の
特別調
整額

（管理
職手
当）

管理又は監督の地位に
ある一定範囲の職員に
対して76,000～103,000
円

異なる
支給対象者、支給割合
【国】
46,300～146,400 円

60,569千円 865,271円

扶養手当

【内容】
扶養親族を有する職員
に支給
【支給額】
(1)子　9,000円
(子が満16歳年度初めか
ら満22歳年度末までの
場合は13,000円)
(2)子以外の扶養親族
6,000円(課長級は3,000
円)

異なる

支給対象者、支給単価
【国】
(1)子　10,000円（子が
満16歳年度初めから満22
歳年度末までの場合は
15,000円）
(2)子以外の扶養親族
6,500円（行（一）8級相
当以上は3,500円）

47,728千円 190,151円

手当名 内容及び支給単価
国の制度
との異同

国の制度と
異なる内容

支給実績
(令和４年度

決算)

支給職員１人当たり
平均支給年額

（令和４年度決算）

職員１人当たり平均支給年額（令和３年度決算） 417千円

支給実績（令和４年度決算） 247,340千円

職員１人当たり平均支給年額（令和４年度決算） 496千円

支給実績（令和３年度決算） 212,136千円

支給対象地域 支給率 支給対象職員数 国の制度（支給率）

小金井市 15% 614人 15%

22,420 千円

支給実績（令和４年度決算） 331,452千円

支給職員１人当たり平均支給年額（令和４年度決算） 539,824円

その他の加算措置 定年前早期退職特例措置(2～20％加算) 定年前早期退職特例措置(2～20％加算)

１人当たり平均支給額 5,420 千円 23,906 千円 2,623 千円

最高限度額 43.0 月分 43.0 月分 43.0 月分 43.0 月分

勤続35年 43.0 月分 43.0 月分 43.0 月分 43.0 月分

月分 23.0 月分

勤続25年 30.5 月分 30.5 月分 30.5 月分

勤続20年 23.0 月分 23.0 月分 23.0

30.5 月分

区分
小金井市 東京都

自己都合 勧奨・定年 自己都合 勧奨・定年
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⑷　特別職の報酬等の状況（令和５年４月１日現在）

　　　

　　　

期末
手当

市　長 （令和４年度支給割合）

退職
手当

（算定方式） （１期の手当額） （支給時期）

市　長 給料月額×（在職年数×3.38） 13,046,800円 任期ごと

教育長

副市長 給料月額×（在職年数×2.90） 9,570,000円 任期ごと

教育長

副議長

議　員

給料月額×（在職年数×2.42） 5,553,900円 任期ごと

議　長 （令和４年度支給割合）

3.95 月分

3.95 月分副市長

報酬

議　長

副議長

区 分 給 料 月 額 等

給料

市　長

教育長

議　員

　　　　　　　　　　　965,000円

　　　　　　　　　　　765,000円

　　　　　　　　　　　575,000円

　　　　　　　　　　　520,000円

　　　　　　　　　　　490,000円

副市長 　　　　　　　　　　　825,000円
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４　職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

⑴　職員の勤務時間、休憩時間の概要（本庁舎、第二庁舎勤務職員の一般的な例）

⑵　休暇制度の概要

　　休暇制度の種類は、年次有給休暇、公民権の行使、育児時間、出産支援休暇、育児参加休暇、子ど

　もの看護休暇、生理休暇、産前及び産後の休養、病気休暇、夏季休暇、ボランティア休暇、骨髄液提

　供等休暇、結婚休暇、忌引、介護休暇、短期の介護休暇があります。

⑶　休暇の取得状況

（注）　令和4年4月から令和5年3月までの期間を対象としています。

５　職員の休業の状況

休業制度の取得状況は以下のとおりです。

（注）　令和4年度に新たに取得した職員数です。

６　職員の分限処分及び懲戒処分の状況

⑴　分限処分の状況(令和４年度)

　　分限処分とは、地方公務員法第28条の規定により、公務能率を維持することを目的として、職員が

　その職責を十分に果たすことができない一定の事由のある場合に、職員の意に反して行う処分です。

（注）　同一職員の再処分の場合も含みます。

　　懲戒処分とは、地方公務員法第29条の規定により、公務における規律と秩序を維持することを目的

　として、職員に法令等の違反、職務上の義務の違反、全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあっ

　た場合などに行う処分です。

12:00 13:00

⑵  懲戒処分の状況(令和４年度)

育児休業取得者数 部分休業取得者数

24人 9人

17:15休憩時間

0人 0人 75人 75人

処分者数（延べ人数）

降任 免職 休職 計

年次有給休暇
平均取得日数

15.5日

年次有給休暇
取得率

41.5%

8:30

処分者数

戒告 減給 停職 免職 計

0人 0人 0人 0人 0人
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７　職員の服務の状況（令和４年度）

　地方公務員法第30条では、服務の根本基準として、「全て職員は、全体の奉仕者として公共の利益の

ために勤務し、且つ、職務の遂行に当たっては、全力を挙げてこれに専念しなければならない。」と規

定しています。職員が守るべき義務は、次のとおりです。

８　職員の退職管理の状況

　地方公務員法及び地方独立行政法人法の一部を改正する法律（平成２６年法律第３号）により、地方

公共団体においては職員の退職管理に関する事項を条例等で定め、適正な管理を行うこととされていま

す。小金井市においては、小金井市職員の退職管理に関する条例及び小金井市退職管理に関する規則を

制定し、元職員による働きかけの規制等、適正な退職管理の取組を行っています。

９　職員研修の実施の状況（令和4年度）

10　職員の福祉及び利益保護の状況

⑴　福利厚生事業について

①　福利厚生事業の概要

②　公務災害等の発生状況（令和４年度）

③　職員互助会の状況（令和４年度）

（注）　会費収入額及び市交付金額については交付決定時点による。

公費負担率

9,254,000円 6,477,800円 1：0.7

4件

通勤災害 0件

会費収入額 市交付金額

互助制度 小金井市職員互助会
カフェテリアプラン事業、各種福利厚生サービスの提供、
慶弔金の給付等

区分 発生件数

区分 違反者数

法令等及び上司の職務上の命令に従う義務 4人

信用失墜行為の禁止 1人

秘密を守る義務 4人

職務に専念する義務 0人

営利企業等の従事制限 0人

区分 研修内容等
受講者数

（延べ人数）

文書実務研修、経理実務研修 71人

政治的行為の制限 0人

争議行為等の禁止 0人

独自研修

職層別研修 新任職員研修、現任研修、主任職研修等

その他 上級救命講習、メンタルヘルス研修、人権研修等 308人

派遣研修
東京都市町村職員研修所 職層別研修、法務研修、情報処理研修、実務研修等 212人

その他 第３ブロック合同研修 6人

307人

実務研修

区分 主な事業内容

共済制度 東京都市町村職員共済組合 保健給付、年金、福祉事業等

公務災害補償制度 地方公務員災害補償基金 公務災害、通勤災害等

安全衛生管理
職員健康診断、職員健康相談 定期健康診断、産業医による健康相談等

安全管理、職場衛生 職場巡視等

公務災害
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⑵　利益の保護の状況

①　勤務条件に関する措置の要求の状況

　　職員は、給与、勤務時間その他の勤務条件に関し、公平委員会に対して、適当な措置が取られる

　べきことを要求をすることができます。令和４年度の状況は次のとおりです。

②　不利益処分に関する不服申立ての状況

　　職員は、懲戒その他その意に反する不利益な処分を受けた場合、公平委員会に対して不服申立て

　をすることができます。令和４年度の状況は次のとおりです。

11　職員の競争試験及び選考の状況

⑴　採用試験実施状況（令和４年度）

⑵　昇任試験実施状況（令和４年度）

－

1人

一般事務（障がいのある方対象）

栄養士

申込率 合格者

3人

6人

9人

22人 22人

児童厚生員及び学童保育指導員 6人 5人 3人

男 女 合計 男 女 全体 男 女 合計

6人 13人

15人

0人

0人

0人

8人

0人

0人

0人

23.0%

29.2%

0.0%

0.0%

7人

7人

0人

0人

0.0% 0人

27.8%

47.4%

0.0%

0.0%

16.7%

20.7%

0.0%

0.0%

0.0% 0.0%

14人 28人

0人

0人

0人

47人 32.9% 18.6%

0人

0人

24.8% 14人

中
級
職

0人

20人

27人

受験申込者

9人

25人

34人

29人

52人

0人

81人

技能長職・専任技能主査職

係長職・専任主査職

主任職

技能主任職

合計

区分

統括技能長職 0人 0人

7人

12人

保育士

上
級
職

444人 388人一般事務 15人

令和３年度から
の継続件数

令和４年度の
申立て件数

完結件数 繰越件数

0件 0件 0件 0件

区分 職種 応募者 受験者 合格者

一般事務（経験者） 22人 22人 9人

繰越件数

0件 0件 0件 0件

令和３年度から
の継続件数

令和４年度の
措置要求件数

完結件数
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